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論文要約 

申請者 村澤昌崇 

 

論文題目 

1990 年代以降の高等教育政策・改革の検証に関する計量社会学的研究 

〜大学の行動選択に与える影響を中心に〜 

 

序章 研究の目的：高等教育政策・改革に関する検証の必要性 

0)本研究の目的・序章の位置づけ： 

 本研究の目的は,矢継ぎ早に展開される高等教育政策・改革に対して,事後検証の欠落を問題化

し,計量分析を通じた検証を試みる.その際,高等教育研究がその文脈上扱ってこなかった大学組

織・機関レベルに焦点を当てる. 

その上で,昨今高い関心を集めている EBPM,すなわち「根拠に基づいた政策」の基本方針やそこ

で応用・推奨される各種因果推論を,高等教育研究・政策・改革の検証に応用する必要性を提案し

つつ,高等教育固有の知見に馴染んだ方法論の模索を提案する. 

序章では,⽇本における⾼等教育研究の歴史を振り返った.そして,先⾏研究に基づき,⾼等教育
研究には政策⽴案や実践に資する課題解決型のアプローチが圧倒的に多いことを⽰しつつ,その
アプローチに経路依存的・利益誘導的なバイアスが⾒受けられることを指摘した.その上で,多⾓
的な検証型研究の必要性を訴えた. 
 
1)問題の所在：先行研究の検討を通じて 

1.1 日本における高等教育研究を振り返って 

⽇本の⾼等教育研究は,歴史的蓄積が薄く,研究にバイアスも⾒られる.組織的な研究は 1960 年
代から始まり,教育社会学者を核に（橋本 2007）,⾼等教育の量的規模,家族や階層・産業との関係
が議論された.ところが 1993 年の⼤学設置基準⼤綱化以降,機関や教職員の実践,学⽣の⽣態等に
関⼼が遷り,政策・改⾰,実践への貢献を⽬指した研究が増加する（加野 2013 42 ⾴）. 
1.2 内省・検証の欠乏/1.3 検証型研究の必要性 

もちろん,政策へ貢献する研究は否定されるべきではない.しかし制度・政策への批判研究への
批判（⾦⼦ 2006,⼩⽅ 2015）については,その学問的中⽴性や公正性を問う必要がある.でなけれ
ば「『改⾰』の⽋陥や問題がほとんど研究されない」（⽻⽥ 2019 16）状態となり,「反証可能性」
（Popper 訳書, 1971, 49,57-58 ⾴）も⽋く.⼤学現場では,政策の無批判な受容の横⾏があるとも
指摘され(濱中 2009 155-157 ⾴),利益誘導を⾏う⾼等教育関係者の多発も懸念されよう. 
 そうすると,現在の⾼等教育研究に必要なのは「反省的研究」（⼩林（信） 2019）であろう. 
1.4 研究における方法論の脆弱性：計量分析に焦点化して 

検証や評価に必要な⽅法論においても,⾼等教育研究は未成熟である.質的研究は皆無に等しく,
量的研究は中村(2007)により,その科学性の未充⾜が痛烈に批判された.中村の批判から 10 年を
経てもその状態は変わらず ,先端的⼿法の応⽤の弱さ,誤⽤乱⽤の多発が確認された（村澤・⽴⽯  
2017）.故に⾼等教育研究における分析レベルの向上は喫緊の課題であると⾔える. 
1.5 研究に置ける対象の空白地域：機関・組織レベル 

1.5.1 なぜ日本の高等教育研究はミドルレベルが空白なのか 

 本稿では分析の対象を⼤学の機関レベルとした.⽇本の⾼等教育研究ではこのレベルの研究が
不⼗分であり,研究蓄積が必要だからである.ではなぜ機関レベルの研究が不⼗分なのか.それは,
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⽇本の⾼等教育が政府主導の護送船団⽅式の政策依存であったからである（喜多村  1992, 2002）.
故に政策と近距離の⾼等教育研究は,⾃ずと「マクロレベル」となったのである. 
1.5.2 よく参照・模倣されるアメリカとの対比/1.5.3 ミドルレベル＝機関の経営行動分析の必要性 

上述した特徴は,よく参照されるアメリカ⾼等教育とは対照的である.アメリカでは⾃主⾃律の
原理によるアクレディテーション制度により⼤学が設置運営され,中央政府や州政府の介⼊は限
定的である.その為機関の市場での⽣存や政府との葛藤・協調が常に問題となり,組織・経営の研究
も多い（Birnbaum 1983, 1984, Peterson 1986, Brown II 1991,2000,2010, Gumport 2007=2015, 
Bess & Dee 2008a,2008b）.⽇本とは⽂脈が異なるのである. 

ところが 90 年代からの規制緩和により,国公⽴⼤学を中⼼に⼤学の⾃主⾃律的な運営の必要性
が⾼まった.そこで⽇本の⾼等教育組織・経営研究の脆弱性を補完する必然性が⽣じた.加えて最
近の政策は機関への介⼊が強化されつつもあり,相反する諸政策に対する検証が求められる. 
1.6 国際的な動向：評価主義の暴走,大学ランキングの波及・浸透 

 さらに,世界的な規制緩和と評価主義は⼤学の格付けを蔓延させ ,政府・⼤学関係者がランキン
グに振り回されることになった.この「評価国家」化（Neave 1988, 1998）により機関の格付け
向上が⽬的化し,教員が他律的に論⽂投稿へと駆り⽴てられた(Publish or Perish).このように世
界的⽂脈でも関⼼は⼤学機関にあり,国家的⽂脈の差異を超えて検証する必要性がある. 
 

2)本研究の問題設定・明らかにすること 

2.1 本研究で何をどのように明らかにするのか 

以上のような課題を踏まえ，本研究では，以下の課題を明らかにする：  
A)1990 年代以降の⾼等教育政策・改⾰の成否に関する計量分析を通じた事後検証 
B)上記 A)で，EBPM 的因果推論を始め⾼等教育研究領域で不⾜している各種応⽤統計の適⽤  
C)上述の A)，B)を通じての⾼等教育研究の⽅法論的な⾼度化 
D)上述の A）〜C）を通じて，⾼等教育政策における EBPM へのキャッチアップの必要性の提
⾔，さらには，EBPM から Evidence-Informed Policy Making（エビデンスに関する達識に基
づ く 政 策形成:EIPM） へ の 発展可 能 性 の 検討お よび⼤ 学戦略・ ⼤ 学 経営へ の波及可 能 性
（Evidence-Informed Strategy/Administration Making）の展望の⽰唆  

以上の課題について，以下のような具体的な⼿順と⽅法により取り組む：  
①  1990 年代から展開された諸規制緩和政策下における⾼等教育政策・改⾰の事例を取り上げる． 
②  公開・観察データの収集 ,因果モデル構築と応⽤統計の適⽤による政策の波及・効果の検証を

⾏う．政策や改⾰は対象が多数なため ,計量分析を通じた平均因果効果の検討を要する. 
③  本稿の対象は，⼤学機関レベルである．⽇本の⾼等教育研究の経路依存性により，蓄積の乏

しい領域であり，今⽇の⼤学組織経営の必要性が⾼まった⽂脈では，必要な分析対象である．  
④  分析枠組みは，社会学において伝統的な input-throughput-output モデル(以下 ITO モデル)

を⽤いて，政策(input)➡⼤学の変容(throughput)➡効果・成果(output/outcome)の構図によ
り分析を⾏う．なぜなら,まず広義的には，「組織としての学校は，環境の中でインプットから
プロセス（スループット）を通してアウトプット（アウトカム）へと変換するシステムとみ
なすことができる」（曽余⽥ 2011）と仮定したからである．次に狭義的には，本稿では政策
や改⾰を「処置・介⼊」＝原因＝input（状況により throughput ともなる）と⾒なし，それが
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結果=output/outcome に与える純粋な効果を検証する「前向き推論」型の因果推論を応⽤す
ることから，必然的に ITO モデルの型を採ることになるからである．   

以上のモデルに依拠しながら，⼤きくは以下の 3 点についての検討を⾏う．  
1)大学の行動選択：政策が⼤学の⾏動選択にどのような影響を与えたのか 
2)大学の組織変容：政策により，⼤学組織はどのように変化したのか 
3)結果・成果への効果：政策・改⾰の意図通りの結果は導かれたのか 

⑤  分析には社会学的アプローチを採⽤する．上記枠組みは，政策を「処置・介⼊」とした効果
検証型モデルであるが，⽬的変数に影響を与える要因を探索する（後ろ向き推論）狙いもあ
る．また⼤学の⾮合理的・集合⾏為的側⾯も狙いもある.これらの点において利潤効⽤最⼤化
を説明する経済学，⼼の表象を説明する⼼理学とは異なる．  

⑥  実証を通じ，政策や改⾰の影響・効果が不⼗分である点を⽰しつつ，近年の EBPM や因果推
論の動向にも触れながら，分析⽅法に関する継続的なキャッチアップと⾼等教育領域への応
⽤を試みる必要性を⽰す．この営み⾃体が，⾼等教育固有の因果モデルの構築，社会科学の
計量分析の諸課題に問題提起する可能性を秘めることを⽰す．  

 以上を通じて明らかにされるのは，以下の通りである.すなわち, 
i)本稿の検証対象とした⾼等教育政策は，EBPM の観点からは，根拠の裏付けが乏しいまま実⾏

された結果，その帰結として成果も不透明であるという「根拠」が新たに提⽰される．  
ii)現在の⾼等教育政策・改⾰のような，EBPM で推奨される事前検証を⽋いたまま実⾏される

ような⽂脈では，繰り出される政策・改⾰に関して最低限事後検証を積み重ねていくことが必
要である．本研究はそうした必要性を訴えるための⼈柱的な事例研究に過ぎない．  

これらが適切に成されるためには，本研究で試みたような，各種の先端的な応⽤統計⼿法の適
⽤が⽋かせない．これを通じて⾼等教育研究の⾼度化を進め，⾼等教育政策や⼤学経営をリード
可能な「新たなエビデンス」の⽣成を⾏う−これが本研究の成果と問題提起となる．  
2.2 本研究の学術的独自性と創造性 

本研究の独⾃性と創造性は以下の点にある．  
①  高等教育政策・改革に関する検証型研究の必要性の問題提起：政策の無批判な受容,政策⽴案

への貢献や「政策的含意」を求める⾵潮 ,政策科学化を盾に学問的政策批判を否定する「主張」
の横⾏は,研究の中⽴性を揺るがしかねない.本研究はこうした潮流に対し，政策や改⾰を正⾯
から検証し，その成否を客観的に問うことの必要性を提起することに独⾃性がある．  

②  方法論的な卓越性を通じた検証の推進：⾼等教育研究には不⼗分な EBPM 的因果推論等の先
端的⽅法を学際的に援⽤し，政策・改⾰の事後検証の信頼性・妥当性を⾼める.学際・対象学で
ある⾼等教育研究で学問間の壁を越えた議論と⽅法論の卓越化を試みる点に創造性がある. 

③  日本の高等教育の組織研究の充実：⽇本の脆弱な⼤学組織研究を,計量分析により補完する点
に本研究の特徴がある.90 年代以降の機関の⾃主性原理の尊重と政府統制の再強化もあり,機
関⾏動 ,政府と機関間との関係が改めて問われるだけに,時宜を得たアプローチと⾔える. 

④  EBPM へのキャッチアップと EBPM からの発展可能性：EBPM 的因果推論の単純な応⽤ではな
く，Donald Rubin 流の RCT を⾄上とする点を問題視し，Donald Campbell や Judea Pearl ら
による異なる因果推論の統合的理解を通じて EBPM の⽅法論の再構成を展望する．これによ
り，  エビデンスを“棍棒のように”振りかざす⽅式（林 2019）を解消し，「エビデンスに関す
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る達識に基づいた政策形成」(EIPM)を構想する．それを⾼等教育政策や⼤学現場での波及の
検討までも視野に⼊れている点に，本研究の独創性がある．  

 

―第Ⅰ部− 高等教育政策と大学組織の行動―政策は大学の行動に影響を与えたか 

【課題】第Ⅰ部は,⾼等教育の政策➡波及の側⾯を扱った.「波及」を扱う最⼤の意義は,時間経過
にある.つまり,政策・改⾰の実⾏から結果へ⾄るには,常にタイムラグを伴うので,政策による変化
や効果を検証するのであれば,その実施前後に着⽬すればよい.そこで第１部では,政策が本当に受
容されたのかを検証した.第 1 章では,⼤学院重点化政策を検証した.第２章では,⼤学設置基準の
⼤綱化以降に努⼒義務とされた⾃⼰点検・評価活動の浸透・波及状況を検証した. 

 
第 1 章 大学院重点化政策の帰結 

  最初の検証は,「⼤学院重点化政策」である.⼤学院重点化とは,東京⼤学法学部の改⾰を⽪切り
に,⼤学審議会答申「⼤学院の量的整備について」（平成３年 11 ⽉ 25 ⽇）も基に,⼤学教員の所属
を学部から⼤学院に移籍させ ,⼤学院定員の拡充と研究活動の活性化を⽬指すものであった.併せ
て特に⽂系⼤学院については,社会に役⽴つ教育へと改善し就職率の向上へと繋げようとする取
り組みも内包されていた（⼩林（信）2004, 58-59 ⾴). 
 本章では,この⼤学院重点化政策がもたらした帰結を,官庁統計の時系列データに FGLS（実⾏可
能⼀般化最⼩⾃乗法） を適⽤し 検 証 し た .併せて ⼤ 学院修了の効果をマイクロデータお よび  
Heckit モデルの適⽤より検証した.結果を総括すると，90 年代からの⼤学院拡充政策により院⽣
数は拡充したが，出⼝の⾯では，当初⽬論まれたような，⼤学院の規模を労働市場が吸収しえて
はいない．ミクロデータの分析からは，⼤学院卒が無条件に⼤卒よりも⾼処遇であるわけではな
く，⼤学院卒と仕事の内容がマッチして初めて⼤学院卒としての付加価値が賃⾦という形で評価
されることが⽰された．つまり，⼤学院卒の⼈材供給は，政策主導ではなく，労働市場主導でコ
ントロールされており,政策介⼊では，労働市場には必ずしも評価をされないことが推察された. 
 
第 2 章 高等教育政策の機関への波及状況の分析：自己点検評価を事例に 

 次に検証対象とするのは,「⾃⼰点検評価」政策である.1991 年の⼤学設置基準の⼤綱化と引き
換えに「努⼒義務」とされた点検評価は,規制緩和の⽂脈ならでわの⾃主⾃律尊重の様相を呈して
いた.実際その波及状況について,本稿では 1989 年からの 9 年間の各⼤学での⾃⼰点検評価の実
施状況を,イベント・ヒストリー分析という時間進⾏を適切に扱える点において優位性のある⽅法
を適⽤し検討した.その結果点検評価の浸透・波及には①国⽴⼤学の実施先⾏,②時間進⾏による
慣性的浸透 ,③政策に即応する「垂直波及」,④他機関の様⼦⾒的な⾏動である「⽔平波及」,⑤傘
下の学部での先⾏対応に追従する「内部先⾏」の５つが認められた. 
 この結果を素直に受け取れば,⼤学は多様な⾏動を採っており,規制緩和政策は成功したかのよ
うである.しかしその後の評価政策は,周期的な評価受審の義務化となったことは周知の事実であ
ることからも,政府が⼤学に期待した「努⼒義務」の履⾏ではなく,⼤学の⾃主性に任せるという政
策を政府⾃らが事実上失敗と⾒なしたと⾔えるのかもしれない．  
 
第Ⅱ部 高等教育政策による大学の組織変容―政策は大学（組織）を変えたのか？ 

【課題】第Ⅱ部では,⾼等教育の政策➡変容の側⾯から政策検証を⾏った.具体的には,政策介⼊よ
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る⼤学の機能変容に焦点を当てた.戦後の⾼等教育政策の要諦は,需要予測に基づく定員調整と,需
要の多様化への対応策としての質的調整であった.特に後者は,⼤学の「種別化」（短⼤,⾼専 ,四年
制⼤学）,新構想⼤学・放送⼤学の設置など多様な機関の新設等を経て,今⽇では「機能的分化」（我
が国の⾼等教育の将来像（答申）, 2005 年 1 ⽉ 28 ⽇中央教育審議会）と称した詳細な⼤学分類
を定義し,既存の⼤学へ機能変容や強化を求めるようになった（⼩林(雅)  2004）点に特徴がある.
そこで第Ⅱ部では,機能的分化を要請した政策に関する分析と検証を⾏った. 
 
第３章 高等教育政策と大学の機能分化−世界を目指す大学の内実 

 所謂「将来像」答申では,具体的には世界レベル・地⽅中核・専⾨特化型等の数種類の機能例を
挙げ ,各機関が機能の分担・分化を⾏うことを推奨した.他⽅,機能別分化を各種競争的資⾦により
誘導もしてきた.こうした政策の効果について,管理職の認識の変化を⼆時点(2005,2012)で⽐較
したところ,⼤学が現状および⽬指すべき機能（世界 ,地⽅中核,⾼度専⾨ ,教養 ,芸術体育,産学連携 ,
国際化）についての各管理職の志向が,管理職の専⾨分野に依存することが解った（理系ほど世界
志向）.また,特に「世界的な⼤学」の是認・志向性を,⾼等教育研究では適⽤例が少ない LMM（Linear 
Mixed Model）により推定したところ,⼤学間で半ば固定化された外形特性（威信,規模,⼤学院⽐
率 ,科研費）にも影響されることが確認された. 

つまり,政策により機能分化が加速されたわけではなく,従来から暗黙のうちに是認されている
特性を,⼤学管理職が追認しているに過ぎないのではないかとも推察される.⼤学分類に関する先
⾏研究も，⼤学が外形特性に応じて異質な下位集団に分類されることを⽰してきたことからも,む
しろ政策は⽇本の⼤学の伝統的・慣習的な機能上の分化・階層化を,制度化・正当化することに狙
いがあったとも⾔える．その点において政策は功を奏していると⾔えなくもない．  

ただし，大学のグローバル化を推進する諸政策，特に競争的な資源配分への転換により，大学

人の意識をグローバルへ方向付けるには不十分であることが本研究では示された点，そして実際

大学のグローバルランキングにおいてもその地位のプレゼンスを高めることに失敗している点に

おいては,機能分化政策は失敗していると言わざるを得ないだろう.配分されるべき“パイ”とし

ての資源が限定的且つ規模縮小し，世界水準に達してない中で，「世界の研究大学を目指せ」と言

われても，負け戦にかり出されるだけであることを，大学人は自覚しているのではないか． 

 
第 4 章 高等教育政策と大学の機能分化−機能分化の促進・抑制要因の因果構造分析 

 前章での分析をさらに詳細に進めるために,本章では,外部環境（⽴地）,⼤学の歴史,⼤学の組織
特性（権限配分 ,組織編成）,政策誘導（COE,現代・特⾊ GP などの競争的資⾦）等の変数を加え,
共分散構造分析（以下 SEM）を⽤いて因果構造を仮定した分析を⾏った. 

その結果 ,⼤学の機能分化（世界的な⼤学への志向性）は,歴史,市場評価（威信＝偏差値）,地域
性,設置者等,⼤学の半ば固定的な属性や特性の影響を受けることがわかった.また,⼀⾒すると,教
員組織・権限の多様性,COE や GP などの競争的資⾦による政策誘導も影響しているようだが,そ
れらは⼤学の固定的な属性の媒介要因に過ぎないことも⽰された. 

つまり各種競争的な資源配分は,競争を装いながら実のところは⼤学の伝統的・慣習的な特性や
機能,階層構造上の地位に応じて配分されているに過ぎないとも⾔える.つまり⼤学の機能的分化
政策は,各々の⼤学の⾝の丈に合った,格付けに応じた資源配分を承認させるための政策であり，
競争的資源配分は機能的分化を⾦銭的に裏付け強化するものであった,とも解釈できよう. 
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 もちろん表向きの政策にはこのような⽬論⾒は明記されていない.政策効果検証分析で通常⽤
いられる「前向き推論」の⼿法ではなく，結果を導く原因を探索するような「後ろ向き推論」を
敢えて採⽤し，原因・因果の道筋・構造を仮説化することが可能な共分散構造分析を適⽤するこ
とにより，上記のような政策の“真の狙い”を推測できえた，とも⾔えよう．  
 
第Ⅲ部 高等教育政策と成果―政策は大学を生産的たらしめたのか 

【課題】第Ⅲ部では,⾼等教育の政策➡効果の検証を扱った.周知の通り,近年の⾼等教育政策は,⼤
学の教育研究活動の⽣産性の⾼さを求める⽅向に収斂している.そこで,近年の諸々の⾼等教育政
策の中でも,⼤学ガバナンス改⾰をここでは取り上げる.この改⾰は,政策や諸改⾰を⾏っても⼤学
が変わらない（川嶋  2018）原因を,伝統的な教授会⾃治に求めてその権限剥奪を進め ,トップダウ
ンによる迅速な意思決定が機動的・機能的且つ⽣産的な⼤学たらしめるかのような,根拠の不明な
⾔説を流布させた. 

そこで本研究では,学部⻑を対象としたアンケート調査をもとに,⼤学におけるガバナンスの要
素の中でも意思決定権限の所在に着⽬し,それが⼤学の Output に及ぼす影響を検討した.その際
に,組織研究で重視されている「組織⽂化」にも併せて着⽬し,現改⾰が⽬指すように,権限の所在
を変えさえすれば⼤学が変わるのか,それとも組織の中に⼤学を機能的・⽣産的ならしめる雰囲
気・互助関係・⽂化を形成することの⽅が重要なのか,を問うた. 
 
第 5 章 大学ガバナンス改革は教学に効果をもたらしたのか 

 上述した問題意識をもとに,本章では 2015 年に実施した学部⻑を対象とした調査をもとに,ガ
バナンスの形態（学⻑と教授会の意思決定権限の強さ）の影響要因 ,そしてガバナンスを含めた⼤
学の Output（教育成果）への影響要因分析を SEM により分析した. 

その結果 ,学⻑に権限を集中している⼤学は,⼩規模で学部数が少なく経営課題のある⼤学であ
り,他⽅教授会に権限を集中しているのは所謂総合⼤学であった.つまり,国⽴⼤学を中⼼としたト
ップダウン型ガバナンス改⾰とは裏腹に,⽇本の⼤学の多くは,組織の複雑性に対応したガバナン
スを選択していると⾔える.また,権限の所在は⼤学の Output(学⽣の能⼒形成)には直接寄与せず ,
むしろ組織内の⽀持的⾵⼟や,構成員に「有能且つ公正でビジョンがある」と認識された学⻑のリ
ーダーシップに影響されていることが解った. 

このような状況において，組織の複雑性や環境・状況・条件と無関係に，敢えて権限を特定の
アクターに集中させる政府の政策・改⾰には，どんな意味や狙いがあるのか．⼀つの解釈として
は，この背後には，意思決定を任せる「⼈」に対して，暗黙のうちに，「完全合理的」「性善説的」
「楽観的」な⼈間像を想定し，失敗を犯すことを想定していないのではないか，と考えられる．  

もう⼀つの解釈としては，ガバナンス改⾰の主⽬的が，教育研究上のパフォーマンス向上にあ
るのではなく，それ⾃体が⽬的化しているとも考えられる.つまり，政府が⼤学を御しやすくする
ために，⼤学内の意⾒の多様性を学⻑権限で⼀元化する.政府は学⻑さえ押さえれば⼤学を制御で
き,進めたい⼤学政策の迅速化･効率化を図ることができる.このような解釈が成り⽴っているの
であれば，政策は実質的に意図通り成功している，ということになってしまうだろう．  
 
第６章 大学ガバナンス改革は研究生産性に効果をもたらしたのか 

 では,研究⽣産に与えるガナバンスの効果はどうだろうか.この問題について本章では,研究の⽣



 7 

産物＝論⽂数とし,これに対するガバナンスの効果を検証した.その際 ,論⽂数（機関別の Web of 
Science 掲載論⽂数）は特有の分布（ゼロ過剰）なので,先⾏研究が無条件で当てはめた正規分布
や対数変換だと過⼩あるいは過剰推計をまね置く恐れがある（粕⾕  2004, 中尾・村澤  2017）.こ
れを踏まえ本稿では Zero-Inflated Model および Hurdle Model(Zurr, et al. 2012)を当てはめるこ
とで対処した. 
 その結果 ,ガバナンス（学⻑・教授会の権限の強さ）の研究⽣産性に与える影響は不確かであり,
前章同様⼤学の外形特性や歴史,威信,専⾨分野の影響が⼤きいことが⽰された.この分析結果に純
粋に従えば,権限を一定のところに集中すれば大学がうまくいく，というような単純な“物語”は，

現段階では通用しないということになる.しかしながら,前章でも推測したように，大学の成果を

もたらすことを意図した改革ではなく，そもそもガバナンス改革により表層的には大学の自主自

律を促すように見せかけ，実質は政府による統制を強化するところにあるのであれば，話は違う．

つまり，そもそもガバナンスと成果との関係は当初から意図されていない＝「脱連結」（藤村 

2016,2017）のだから，分析結果にもその関連性は当然のごとく現れるはずもない. 

 

第７章 大学ガバナンス改革の因果推論：傾向スコア分析を用いて 

 本章では,第 6 章での分析を発展させ ,ガバナンスを処置・介⼊と⾒なし,傾向スコア分析による
擬似的なランダム割り付けとマルチレベル SEM の併⽤を⾏った（Leite 2017）.傾向スコアは,近
年 EBPM の⼀⼿法としても盛んに⽤いられているが,本稿では「猫も杓子も傾向スコア」（中村 

2018）と揶揄されるような単純な応用を超え,マルチレベルを併用する点に先進性がある. 

この分析の結果 ,機関レベルでは,学⻑への権限集中度が Output に与える影響は負 ,教授会のそ
れは正であり,権限集中度に関する学部⻑の共通認識は,トップダウンよりもボトムアップが有効
であることを⽰した.ところが学部レベルでは,学⻑への権限集中度が Output には正の影響を,教
授会のそれは統計的に有意では無かった.これは,同⼀機関内でも学⻑の権限の集中度に関する認
識・把握に差があり,この差が個々の学部の output の差を⽣み出していることを意味する.この結
果の解釈としては,学⻑の権限が浸透している学部とそうで無い学部があり,学⻑の権限が及んで
いる部局（学⻑と部局との間に蜜⽉関係がある,とも）に限定的な効果があることが推測される. 
 以上の試みにより得られたのは，やはり「政策の効果は不透明」という結論であった．そもそ

も高等教育という場は，権限をどこかに集中すれば効果が得られるほど単純な組織では無いこと

は,Cohen, March & Olsen(1972)による「組織化された無秩序」の発見からも明らかである.たと

え公式化された政策の目的以外に“真の目的”があったとしても,大学の正当な産出に繋がらない

制度改革を行ったツケは誰が払うのだろうか．現段階で我々にできることは，根拠の乏しいまま

に見切り発車させた諸改革・諸政策を，これまでに展開されたような一連の分析方法を始めとし

た，多角的な研究アプローチにより，厳正に検証していくほか無いのであろうか． 

 
終章：政策検証・政策貢献と高等教育の計量分析 

【まとめと考察】  
 以上,序章で提⽰した課題,すなわち 90 年代以降の⾼等教育政策を,計量分析を通じて検証・考
察した結果 ,以下の知⾒が導かれた. 
第 1 に,マクロレベルにおける量的調整と労働市場での⼈材供給拡⼤を狙った⾼等教育政策は,

社会的動向とのミスマッチを起こしていた（1 章：⼤学院拡充政策の検証）. 



 8 

第２に,政府の意図した「⾃主・⾃律的」⾏動を⼤学が採らなかったが故に,後に政府の介⼊を強
化する形で,⼤学の⾃主⾃律を制度的に義務化するという⽭盾に満ちた政策転換へと繋がった点
が実証された（第２章：⾃⼰点検評価の波及浸透の検証）. 
第 3 に,⽇本の⾼等教育が伝統的に形成してきた固有の構造（歴史，半固定的な序列・階層構造，

専⾨分野固有の⽂脈）の影響が，⼤学の⾏動や Output/Outcome に及ぼす⼒が⼤きく，政策が狙
った機能や成果が達成されたかどうかは不確かである点が確認された（第 3・第 4 章：機能的分
化政策の検証，第 5〜7 章：⼤学ガバナンス改⾰の検証）.むしろ政策は，⽇本の⾼等教育が,その
歴史や⽂化・⽂脈 ,環境等に依存的に形成してきた多様性や階層・序列の構造を，単に追認したに
過ぎないのではないかと推察された. 
 以上のように,⾼等教育政策や改⾰の効果は不明瞭である.しかしだからといって政策や改⾰が
有意性を持たないわけではない.なぜなら,次のようにも解釈可能だからである.すなわち,「これま
での政策には，公式に表明している政策の⽬的以外の“狙い”が内包されているのではないか」．た
とえば機能的分化政策であれば，「機能別分化という名義の実質的な⼤学の差別化・格付けの正当
化」という危惧である．つまり，制度上は同⼀の学位を授与するという意味において同じ質を持
つはずの⼤学が，実質的には⽔平的にも垂直的にも分化・多様化しており，その事実を暗黙のう
ちに社会は認識してきた．政策は，この事実上の⼤学の分化・多様化を「機能的な分化」として
公式化することにより（ここまでは公式に表明している），機能に応じた資源配分という名⽬で実
質的には伝統的に⼤学階層構造上の上位に位置付く⼤学への資源配分を集中するという「差別的
な扱い」を公然と⾏うことこそが⽬的だったのではないか．確かに分析からも，特に競争的な資
源配分の獲得が⼤学に平等に開かれているわけではなく，⼀部の⼤学に偏在していたことも，こ
の推察の傍証となる．もしそうならば,そもそも政策と産出・成果との間は「脱連結」であり,実証
を通じても 2 つの要素の間の関連性は⾒いだせるはずもない.ただし，機能的分化にしろガバナン
ス改⾰にしろ，理念上求められてしかるべき⽬的を達成し得ておらず，⼿段⾃体が⽬的化してい
るという倒置現象を「成功」とは,おいそれと認められないのではないだろうか．  
 
【本研究の課題】  

以上の考察を踏まえ,本研究の課題と政策効果検証を⾏うことの困難さを以下検討した. 
 第 1 に,検証した⾼等教育政策が限定されている点である．90 年代に⼊ってからの⾼等教育政
策は，⼤学の管理運営や研究・教育といったミクロな内的事項にまで介⼊するような「マイクロ
マネジメント」へと変化している．それ故に研究者個⼈での検証には⾃ずと限界が⽣じる．加え
て，序章でも触れたが，⾼等教育を研究対象とする者が少なからず政策を所与の物とした研究を
遂⾏するので，検証という視点が喪失してしまう点も無視できない. 
 第 2 に,EBPM で推奨される因果推論の諸⼿法の適⽤が第 7 章のみであり，⼗分ではない．⾼
等 教 育 に お い て は RCT な ど の 実験は 容易で は な い が，操作変数法（method of instrumental 
variables, IV），差分の差分分析（Deference in Deference Analysis：DID），回帰分断デザイン
(Regression Discontinuity Design：RDD)等の因果推論の応⽤を積極的に⾏う必要がある．  
 
【検証型⾼等教育研究の課題：EBPM とその⼿法の応⽤は本当に推進されるべきか】  

ただし，今⽇ EBPM と抱き合わせで推奨されている各種分析⽅法についても，その応⽤につい
ては，推奨者の⾔とは裏腹に，適⽤には慎重になるべきである．それは以下の理由からである. 
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 まず第 1 に,「前向き推論」と「後ろ向き推論」のどちらを採⽤するべきかという問題である.本
研究の⽬的の⼀つは,EBPM 的因果推論（＝前向き推論）による政策検証の必要性を喧伝するとこ
ろにあった.しかしながら「結果を導きうる・影響するものはなにか」という問いをたて，原因探
索を⾏う（＝後ろ向き推論）ことも併せて重要になる ．交絡（セレクションバイアス）,すなわ
ち効果を診たい変数 X 以外に，結果変数 Y と X に影響を与えるうる変数 Z 群を，「すべて」揃え
られることは希であるので,むしろ我々（社会）科学者の研究は，Y へ影響を与えうる原因 X や Z
群を総合的に探索することに費やされるべきであろう.本稿において,前向き推論と後ろ向き推論
を絡めた分析を⼀部展開した理由はここにある．  
 第 2 に,政策を処置・介⼊と⾒做した場合 ,果たしてそれは⼀意に定義できるのか？という問題
がある.政策や改⾰は，抽象度が⾼く多義的に解釈可能であり,3 章以降でも推察したように,公式
⽬的とは裏腹な狙いが存在していたりする場合がある.そうすると,政策の効果は,かならずしも観
察可 能 な形で因果関 係 を特定 で き な い，と い う 問 題 が ⽣じる .こ の 問 題 は，①因果推論 で は，
SUTVA(stable unit treatment value assumption)の第 2 条件（＝個体 i に対する処置は 1 通りに定
まる）未充⾜に該当する（岩崎  2015, 77-79 ⾴）．この問題を逆⼿に取れば，政策・改⾰を検証し
たと主張しても，政策や改⾰の主体は，元の政策や改⾰の多義性を突いて「それは我々の意図し
た⽬的ではない」という⾔い訳を可能にしてしまう ．そして,SUTVA 第 2 条件をたとえクリアし
たとしても，その原因が予想外の結果をもたらす場合もありうる．⾏為の「意図せざる結果」で
ある ．たとえ政策の意図通りの結果をもたらしたとしても，副次的効果が無視できないのであれ
ば，政策としての実効性が問われることになる．  
 第 3 に,理論不在や,外的妥当性の問題がある.特に後者は「ルーカス批判」（Lucas 1976）や
SUTVA の第 1 条件（＝個体 i の潜在的な結果は，他の個体の受ける処置に依存しない．岩崎  2015, 
77 ⾴）未充⾜問題とも関連する重要な課題であり,特定の（局所的とも⾔える）政策効果（の検証
結果）がどこまで⼀般化できるのか，という問題を孕む . 

以上の問題は，社会政策全般に対して当てはまることであり，学際的に多様な分析アプローチ
を吸収しつつ，⾼等教育固有の因果モデルを構築し，そこから⾒えてくるような，社会科学が⾒
落としてきた因果メカニズムへの問題提起も模索するべきだろう．  
 
【展望】  

これまで⾒てきたように,⾼等教育における検証型研究には，量的・質的な課題が⼭積している．
加えて，最新の状況では,エビデンス主義を誤解した，科学的知⾒が不⼗分な⼤規模学⽣調査や研
究者個⼈データベースを利⽤した分析が政府主導で実施されるという状況も発⽣しており ，こ
れまで以上に政策に関する慎重な検証が必要とされる.それには,⽅法論的深化が必須であるが,ノ
ーベル賞をも受賞して勢いづく因果推論の安易な適⽤にもまた課題がある.この問題は，⾼等教育
政策やその研究を超えて，教育全般そして社会政策と密接に関わる研究全般が抱える問題でもあ
る．そこで，⾼等教育固有の専⾨知に⼗分に依拠しながら，学際的な交流を通じた知識・技術の
摂取も通じ ,⾼等教育政策・改⾰の事前・事後検証を推進することが不可⽋である. 
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